
平成１２年（行ケ）第８号　取消決定取消請求事件（平成１３年２月２０日口頭弁
論終結）
                  判　　　　決
　　　原　　　　　　告　　　　　　凸版印刷株式会社
　　　代表者代表取締役　　　　　　Ａ
　　　訴訟代理人弁護士　　　　　　小　　　南　　　明　　　也
　　　同　　　　弁理士　　　　　　秋　　　元　　　輝　　　雄
　  　被　　　　　　告　　　　　　特許庁長官  Ｂ
　　　指定代理人　　　　　　      Ｃ
　　　同　　　　　　　　　　　　　Ｄ
　　　同　　　　　　　　　　　　　Ｅ
　　　同　　　　　　　　　　　　　Ｆ
　　　            主　　　　文
      　特許庁が平成１０年異議第７４３１６号事件について平成１１年１１月２
２日にした決定を取り消す。
　　　　訴訟費用は被告の負担とする。
                  事　　　　実
第１  請求
  　　主文同旨
第２  前提となる事実
  １  特許庁における手続の経緯
  　(1)　原告は、名称を「バッグインボックス用バッグ」とする実用新案登録第２
５６４１４３号の考案（平成３年１２月４日出願、平成９年１１月２１日設定登
録、以下「本件考案」といい、本件考案に係る実用新案を「本件実用新案」とい
う。）の実用新案権者である。
　訴外畑瀬裕子は、本件実用新案につき登録異議の申立てをし、同申立ては平成１
０年異議第７４３１６号事件として特許庁に係属し、原告は、平成１１年３月２３
日、本件実用新案に係る明細書（以下「本件明細書」という。）の実用新案登録請
求の範囲及び考案の詳細な説明の記載を実用新案登録請求の範囲の減縮等を目的と
して訂正する訂正請求をし、その手続補正をしたところ、特許庁は、平成１１年１
１月２２日、「実用新案登録第２５６４１４３号の実用新案登録を取り消す。」と
の決定（以下「本件決定」という。別紙１決定書の理由写し参照）をし、その謄本
は、同年１２月１１日、原告に送達された。
　　(2)　原告は、平成１２年９月２６日、本件明細書の実用新案登録請求の範囲及
び考案の詳細な説明の記載を実用新案登録請求の範囲の減縮等を目的として訂正す
る訂正審判の請求をしたところ、特許庁は、同請求を訂正２０００－３９１１３号
事件として審理した上、平成１２年１１月１７日、上記訂正を認める旨の審決（以
下「本件訂正審決」という。別紙２審決書写し参照）をし、その謄本は、同年１２
月６日、原告に送達され、本件訂正審決は確定した。
　２　本件明細書の実用新案登録請求の範囲の記載
　　（１）　本件訂正審決による訂正前の実用新案登録請求の範囲（請求項１項）
の記載
　バッグ本体に、内容物充填用スパウトと内容物注出用スパウトとを設けたバッグ
インボックス用バッグにおいて、前記内容物充填用スパウトを着脱可能なキャップ
で覆い、前記内容物注出用スパウトは先端に筒部を有して、該筒部に、一端が閉塞
された弾性チューブを接続したことを特徴とするバッグインボックス用バッグ。　
　　（２）　本件訂正審決による訂正後の実用新案登録請求の範囲（請求項１項）
の記載（下線部が訂正により付加された箇所である。）
　バッグ本体に、内容物充填用スパウトと内容物注出用スパウトとを設けたバッグ
インボックスにおいて、前記内容物充填用スパウトと、該内容物充填用スパウトよ
りも小寸法にした前記内容物注出用スパウトとを相互に離間させてバッグ本体の同
一側面に設け、前記内容物充填用スパウトを着脱可能なキャップで覆い、前記内容
物注出用スパウトは先端に外周に突設した凸部を設けた筒部を有して、該筒部に、
一端が閉塞された弾性チューブを、前記筒部の外周に突設した前記凸部の外径より
やや大きい内径を有し、かつ、下面の開口内縁がバッグ本体側に向けてテーパー状
に拡径している鍔つきチューブ固定リングにより締め付け固定し、接続したことを
特徴とするバッグインボックス用バッグ。
　３　本件決定の理由の要旨



　別紙１決定書の理由写しのとおり、本件決定は、原告の上記１（１）の平成１１
年３月２３日付けの訂正請求について、その補正を認めた上で、この補正された訂
正請求による訂正明細書の実用新案登録請求の範囲（請求項１項）に係る考案につ
いて、決定に引用された刊行物１（特開平２－１０９８９５号公報）に記載された
発明及び刊行物２（実願昭４９－１１２２１３号（実開昭５１－３９２１２号）の
マイクロフィルム）に記載された考案並びに周知事項に基づいて当業者がきわめて
容易に考案をすることができたものと判断し、実用新案法３条２項の規定により実
用新案登録出願の際独立して実用新案を受けることができないものであり、上記１
（１）の訂正は認められないとして、本件考案の要旨を本件訂正審決による訂正前
の実用新案登録請求の範囲に記載のとおりと認定して、本件考案は、上記刊行物１
に記載された発明及び刊行物２に記載された考案並びに周知事項に基づいて当業者
がきわめて容易に考案をすることができたものと判断し、本件考案の実用新案登録
は、同条項の規定に違反してなされたものであるとして、本件考案の実用新案登録
を取り消した。
第３　当事者の主張の要点
　１　原告
　本件訂正審決による訂正は実用新案登録請求の範囲の減縮を目的とするものであ
り、本件考案の実用新案登録を取り消した本件決定の取消しを目的とする本件訴訟
の係属中に、本件考案について実用新案登録請求の範囲の減縮を目的とする本件訂
正審決が確定した。
　そこで、本件決定が本件考案の要旨を本件訂正審決による訂正前の実用新案登録
請求の範囲に記載のとおりと認定したことは誤りに帰し、この瑕疵は違法であるか
ら、本件決定は取り消されなければならない。
　２　被告
　原告主張のとおり、本件考案について実用新案登録請求の範囲の訂正を認める本
件訂正審決が確定したことは認める。
　　　　　　　　　理　　　　由　
１　本件訂正審決の確定により本件考案について実用新案登録請求の範囲が前記の
とおり訂正されたことは当事者間に争いがなく、この訂正によって本件考案につい
て実用新案登録請求の範囲が減縮されたことは明らかである。
　そうすると、本件決定が本件考案の要旨を本件訂正審決による訂正前の実用新案
登録請求の範囲に記載のとおりと認定したことは、結果的に誤りがあることにな
り、この誤りは本件決定の結論に影響を及ぼすものとして違法であるから、本件決
定は取消しを免れない。
２　よって、原告らの請求は理由があるからこれを認容し、主文のとおり判決す
る。  
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